
Ｃ）町会を活性化させるための
予算措置は可能か

Ｃ）転入者の巻き込み方の仕組
みをどうするか

Ｃ）市民活動への支援のあり方
ルールづくり

Ｃ）NPO支援のための税制度

Ｃ）市民活動と市の双務契約

Ｃ）変わるもの、新しいコミュ
ニティがあるのか。ex）
NPOコミュニティ、お金…

Ｃ）自分で考え、自分で行動する、
自治する市民を創出するた
めのシステムが必要

Ｃ）青年層のコミュニティを組
織化する

Ｃ）高齢者、女性の雇用促進から
コミュニティビジネスまで

Ｃ）自主的な市民活動の育成の
ための支援

Ｃ）市民活動の拠点＝場の必要
性

Ｃ）活動推進のための情報管理
の徹底

Ｃ）現行行政が行っている仕事
の市民活動、NPOへの信託

Ｃ）市民活動活性化のための公
平な議論と訓練の場が必要

Ｃ）市民活動の推進のため（円
滑な運営）の行政（区役所）
の適正なバックアップ

Ｃ）町会組織をどう巻き込むか

Ｃ）市民活動に必要な情報を集
める場

Ｃ）さまざまな種類のコミュニ
ティに人格をもたせる

Ｃ）市民も縦割り、そうなれば
…

Ｃ）市民活動推進委員会の創設（実
施状況、結果、課題）の検
討結果、公表の見直し

Ｃ）市民自治意識の推進、増強

課題

Ｃ）コールセンターを。全市で
情報共有するための整理を
誰がするのか

Ｂ）市民活動をしたくない市民、
したくても暇がない市民、
市民活動に参加するきっか
けがない市民等がお互いに
楽しく参加できるきっかけ
づくりや知り合いが引っ張
っていってくれると楽しい

Ｂ）市民活動の仕組み（年間活
動の発表から助成へ）

Ｂ）NPO組織の設立支援

Ｂ）NPOなど公共公益的なものは
区役所も応援していく

Ｂ）環境、清掃、運動、クリー
ン運動の推進

Ｂ）政策形成における市民活動
やNPOの役割を明文化する

Ｂ）町会にとっての中間支援組
織は町会連合会か

条例で明文化 その他

Ｂ）市民活動中間支援組織の設
置

Ｂ）行政と市民の間に入り市民
の活動をサポートする

Ｂ）実態としては問題が…

Ｂ）行政は関係ない

Ｂ）市民活動の推進役として、
町内会と区役所と中間的な
町内会の連合体や地域の連
合体を活用する。また、そ
の位置づけを基本条例に

役割

その他

相互連携・巻き込み

情報提供

場の提供

人材の提供・育成お金の支援

協働型の行政へ 市民活動支援

行政からNPOへの委託行政とNPOの協働 NPOの立ち上げ支援

Ａ）関心コミュニティのひとつか

Ａ）（行政が）丸抱えでなく自
立を促す物心両面の援助

Ａ）実際に市民活動して強く感
じることは、行政の広報が
サポートに消極的だ

Ａ）市民に負担のかからない区
民参加と支援

Ａ）市民活動の場がほしい。区
単位の市民館のみでは不足
である

Ａ）地域の行政サービス拠点（中
学校－小学校）

Ａ）市民参加型の行政運営が望
まれている

Ａ）行政負担を減らすための市民
活動にならないようにする

Ａ）こども文化センター（小学
校以上、保健センター（幼
児）、社会福祉協議会（福
祉事務所）

Ａ）「行政と福祉NPO協働」の必
要性と必然性

Ａ）企業・団体・市民のあり方
の検討が課題

Ａ）平等、対等で格差はない

Ａ）新しい行政サービスの担い
手（仕事を選んで）

　　→NPO、中間組織

Ａ）近年の社会福祉サービスに
おいて、行政と福祉活動、
NPOの協働関係は特に顕著
な傾向にあり、高齢社会に
おいて行政サービスだけで
高齢者ケアのニーズに答え
ることは不可能だ

Ａ）区民活動は行政とのパート
ナーシップと協働の精神で

Ａ）市民活動家の養成

Ａ）ボランティア活動を行って
いる人・団体を把握しサポ
ートする

Ａ）専門的な能力の登録制度

Ａ）地域的に活動している行事
や運動のつながり、深めも

Ａ）行政主導でなく、やる気の
ある人材の登用

Ａ）在宅介護センター（高齢者・、
障害者）

Ａ）市民運動への金銭的サポー
トを

※地域住民組織には、町会・町内会・自治会など様々な呼称がありますがここでは「町会」に統一して表現しています。

Ａ）フレキシブルな条例に。見
直し規定を入れたい

Ａ）区民達で区の問題を決める（住
民投票）

ＮＰＯの位置づけなど新しい公共を
どのように考えていくか？

市民活動を推進するために区役所が
果たすべき役割とは？

◇市民活動を推進するために何が必要か？

中間支援組織 市民活動推進の仕組みづくり

・区単位の市民活動を促進する
もの

・市民のできることは市民の手で、
行政でなければできないこと
は行政が担い、市民活動をコ
ーディネートする中間組織も
必要

・市民活動を活性化させる、市
民による中間組織

・一部の市民のエゴを許さない
市民パワーの組織化

・自立市民を育て、育つ社会に

・ＮＰＯの位置づけ

・市民の自立を助けるシステム

・市民が活動しやすくなる税制
の創設

□市民活動の推進

何を検討すべきか
（検討テーマ）

　どのように規定するか
（検討テーマに対する個別の提案、目的・
　考え方や具体的な規定設定の方向性等）

【盛り込むべき内容１　編】【盛り込むべき内容２　編】－前回の意見のまとめ－　－前回の意見のまとめ－　（第５回自治基本条例検討委員会の整理）（第５回自治基本条例検討委員会の整理） ４

知りたいこと

□前回と次回以降へ

□検討の仕方（世話人会へ）

□市民と行政の関係とは
【盛り込むべき内容１】
（自治体における市民・議会・
　行政の関係）

【制度・装置】

【その他】

□条例の実効性を高める

□条例ができてから・・・

□住民投票

□まちの課題を解決するために


